
奈良県汚水処理事業広域化・共同化計画 概要                                  令和５年３月 奈良県 

 

１．序論  ２．これまでの取組 (1)背景と目的 平成 28 年度に策定した「奈良県汚水処理構想」に基づき、奈良県では汚水処理事業を計画的に推進しているが、人口減少に伴う使用料収入の減少や技術系職員数の減少による執行体制の脆弱化、耐用年数の到来による更新費用の増大など、汚水処理事業を取り巻く環境は一層厳しさを増し、多くの課題を解決する必要に迫られている。 以上の課題を解決する手段として汚水処理事業の広域化・共同化を全県域で実施し、汚水処理事業の効率化を図り、持続可能な事業運営を確保する。 (2)汚水処理事業の現状 ①奈良県全域 令和 3 年度末現在の汚水処理人口普及率は 90.3％であり、全国平均の92.6％よりも低い状況にある。 図 令和 3 年度末における汚水処理人口普及率 

  ②流域下水道  令和元年度末現在で奈良県行政人口の 77.3％が流域下水道による汚水処理を行い、全国的にも高い水準となっており、流域下水道を中心とした広域的に汚水処理事業を実施してきた。 図 都道府県別流域下水道普及率 

 ※流域下水道普及率(％)＝「流域下水道処理区域内の下水道供用開始済み人口」／「行政人口」×100 
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下水道 農業集落排水 合併浄化槽等
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滋賀県 奈良県 埼玉県 沖縄県 大阪府 千葉県 秋田県 岩手県 三重県 山形県 山梨県 島根県 宮城県 富山県 兵庫県 茨城県 愛知県 京都府 新潟県 群馬県 高知県 長野県 福島県 岡山県 東京都 広島県 福岡県 神奈川県 青森県 岐阜県 栃木県 石川県 福井県 熊本県 鳥取県 香川県 北海道 和歌山県 静岡県 山口県 徳島県 長崎県

(3)汚水処理事業の課題 ①人 行政人口は平成 12 年度をピークに減少傾向となっている。今後も奈良県の行政人口はさらに減少する予想であり、その減少率は全国平均よりも高くなることが予想され、汚水処理水量の減少に伴う既存施設の非効率化や使用料収入の減少が懸念される。 図 行政人口の推移 

 ②モノ  下水道及び農業集落排水処理施設については令和 3 年度末現在で 28 箇所が供用され、広域化・共同化により一部の処理場を流域下水道に集約することで汚水処理事業の効率化につながる。 図 県内下水道処理場及び農業集落排水処理施設数一覧 
 ③カネ  令和 2 年度末の経費回収率によると、大半の自治体で 100％を下回っており、汚水処理に係る費用が使用料以外の収入により賄われている。 図 令和 2 年度末における経費回収率 

 ※経費回収率(％) ＝ 下水道使用料 ／ 汚水処理費 × 100 ※図は下水道処理場、農業集落排水処理施設、合併処理浄化槽、集中浄化槽等に関連する事業を合算したものである 
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県（流域） 奈良市 大和高田市 大和郡山市 天理市 橿原市 桜井市 五條市 御所市 生駒市 香芝市 葛城市 宇陀市 山添村 平群町 三郷町 斑鳩町 安堵町 川西町 三宅町 田原本町 高取町 明日香村 上牧町 王寺町 広陵町 河合町 吉野町 大淀町 下市町 天川村
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100% 県平均

(1)ハード施策 ①し尿２次処理水の受け入れ 管理者 し尿処理場名 受入年度 備考 大和郡山市 大和郡山市衛生センター 昭和 51 年度  天理市 天理市環境クリーンセンター 昭和 56 年度  田原本町 浄化センター(田原本町) 昭和 58 年度 令和 3 年度より廃止し、天理市に編入 下市町 下市町紫水苑 平成 23 年度  五條市 五條市クリーンオアシス 平成 27 年度  生駒市 エコパーク 21 平成 28 年度  橿原市 浄化センター(橿原市) 平成 29 年度  奈良市 奈良市衛生浄化センター 令和 4 年度  斑鳩町 斑鳩町鳩水園 令和 4 年度  ②集中浄化槽等の下水道への編入 
 ③管路施設の最適化 1)接続点の追加  流域下水道管と公共下水道管の接続点について、市町村の意向を踏まえ、協議が整った接続点の変更や追加を行ってきた。 2)隣接市町村との連携  市町村を跨いだ公共下水道管の敷設や接続を行い、公共下水道管の延長短縮やポンプ施設の廃止等を行ってきた。  (2)ソフト施策 ①災害時対応  協定名 締結相手方 県 災害時における応急対応業務に関する協定 公益社団法人 日本下水道管路管理業協会 関西支部 下水道事業災害時近畿ブロック支援に関する申し合わせ 関連地方公共団体、日本下水道事業団他関連団体、国土交通省 市町村 15 市町村で独自で協定を締結しており、複数の協定を締結している市町村もある ②広報活動 県において、こども下水道教室や下水道の日に併せた見学会を行っている。 ③人材育成 県では技術継承を目的とした勉強会を年 1回以上実施している。 

市町村名 地区名 市町村名 地区名ローレルコート学園前 勢野北地区学園前ガーデンハイツ 美松ヶ丘団地大和郡山市 九条町自由が丘地区 城山台地区(立野地域し尿処理場)光陽台団地 竜田川ネオポリスセントポリア生駒（俵口町） 光ヶ丘団地壱分南住宅地 菊美台団地さつき台団地 月見台団地喜里が丘１～３丁目 椿台団地東生駒北ガーデンハイツ 若葉台団地イトーピア東生駒北 緑ヶ丘Ａ、Ｂ地区新南田原自治会住宅地 緑ヶ丘団地星和台地区(南田原町) 吉野平地区ひかりが丘住宅地 南大和地区
奈良市
生駒市

三郷町平群町大淀町



 

３．これからの取組  ４．総合的な評価   

５．進捗管理     

勉強会やアンケート調査等の実施による奈良県と県内市町村の協議のうえ、奈良県汚水処理事業広域化・共同化計画に関する取組を表のとおり取りまとめた。 表 ロードマップ 

 

2023(R5) 2027(R9) 2028(R10) 2032(R14) 2033(R15) 2052(R34)奈良市 青山清水園、平城浄化センター、佐保台浄化センター県奈良市 奈良県浄化センター青山清水園、平城浄化センター、佐保台浄化センター県生駒市 奈良県浄化センター竜田川浄化センター県生駒市 奈良県浄化センター山田川浄化センター奈良市 月ヶ瀬地区浄化センター尾山地区処理場県奈良市 奈良県浄化センター精華地区浄化センター県平群町 奈良県浄化センター農業集落排水事業福貴畑地区処理施設県桜井市 流域下水道桜井市し尿処理場県宇陀衛生一部事務組合 流域下水道宇陀衛生センターし尿希釈水の受け入れ 県汚水処理事業を行う市町村 流域下水道し尿処理場集中浄化槽等の統廃合 県下水道事業を行う市町村 流域下水道集中浄化槽等その他施設の統廃合(浄水処理に伴う排水の受け入れ) 県大淀町 奈良県吉野川浄化センター大淀町桜ヶ丘浄水場接続点の追加 県下水道事業を行う市町村 流域下水道公共下水道隣接市町村との連携 下水道事業を行う市町村 公共下水道管路 県下水道事業を行う30市町村 流域下水道公共下水道マンホールポンプ 下水道事業を行う30市町村 公共下水道管路台帳システムの共同化 県下水道事業を行う30市町村 流域下水道公共下水道設備台帳システムの共同化(処理施設、ポンプ場) 県下水道事業を行う30市町村 流域下水道公共下水道広域運転管理システムの導入 県下水道事業を行う30市町村 流域下水道公共下水道資機材の相互融通 県下水道事業を行う30市町村 流域下水道公共下水道災害時合同訓練の実施 県下水道事業を行う30市町村 流域下水道公共下水道県下水道事業を行う30市町村 －排水設備工事責任技術者登録等業務の共同化 当該制度がない山添村以外の下水道事業を行う29市町村 －排水設備指定工事店指定等業務の共同化 当該制度がない山添村以外の下水道事業を行う29市町村 － 概略検討※　：　今後の実施内容等は、検討結果を踏まえて整理試行的に実施　：　参加条件等が整った自治体から試行 共同化の開始人材育成の共同化 実施方法等の検討共同化の開始事務の共同化 実現可能性の検討実施体制の検討試行的に実施共同化の開始実現可能性の検討 実施体制の検討試行的に実施
災害時対応の共同化 資機材リストの作成及び共有実施方法等の検討試行的に実施 共同化の開始 自治体間の災害時支援協定の締結実施方法等の検討試行的に実施共同化の開始 自治体間の災害時支援協定の締結

ハード施策

供用開始

管路施設の最適化

課題の整理(地元等調整、技術的課題、施設の改築等)～概略検討～住民説明～条件が整い次第、整備着手～供用開始
奈良市単独統合後、条件が整い次第、整備着手～供用開始条件が整い次第、整備着手～供用開始課題の整理(地元等調整、技術的課題、施設の改築等)～概略検討～住民説明～条件が整い次第、整備着手～供用開始

課題の整理(地元等調整、技術的課題、施設の改築等)～概略検討～住民説明～条件が整い次第、整備着手課題の整理(地元等調整、技術的課題、施設の改築等)～概略検討～住民説明

課題の整理(法律上や行政上の整理、施設の改築等)～概略検討※条件が整った施設から整備着手～供用開始課題の整理(関係市町村調整等)～条件が整った施設から整備着手～供用開始

単独公共下水道処理場の統廃合

ソフト施策
実現可能性の検討発注方式等の検討試行的に実施 共同化の開始実現可能性の検討発注方式等の検討試行的に実施 共同化の開始下水道事業のデジタル化推進 実現可能性の検討発注方式等の検討試行的に実施 共同化の開始実現可能性の検討発注方式等の検討試行的に実施 共同化の開始実現可能性の検討発注方式等の検討試行的に実施 共同化の開始

種別 広域化・共同化計画の取組内容 関連団体名 関連する施設名等 長期(～30年間)中期(～10年間)短期(～5年間)

農業集落排水処理施設の統廃合汚水処理施設の統廃合

維持管理業務の共同化

課題の整理(地元等調整、技術的課題、施設の改築等)～概略検討～住民説明
課題の整理(地元等調整、技術的課題、施設の改築等)～概略検討※課題の整理(地元等調整等)～概略検討～条件が整い次第、整備着手～供用開始受け入れ条件の整理(水質検査等の現状確認等)／課題の整理(法律上や行政上の整理、希釈倍率の検討、施設の改築等)～受け入れ体制の構築～概略検討※課題の整理(雨天時浸入水対策の実施)～条件が整った施設から整備着手～供用開始

課題の整理(地元等調整、技術的課題、施設の改築等)～概略検討～住民説明 条件が整い次第、整備着手～供用開始
し尿２次処理水の受け入れ 課題の整理(地元等調整等)～概略検討～条件が整い次第、整備着手～供用開始

表のとおり、計画実施前と比較して、計画実施により汚水処理費が減少し、全県域での経費回収率が上昇することが期待される。 表 チェックリスト 

 

評価項目 大和川流域 木津川流域 紀の川流域 新宮川水系単独公共下水道処理場の統廃合 ○ ○ - -農業集落排水処理施設の統廃合 ○ ○ - -し尿２次処理水の受け入れ ● ● ● -し尿希釈水の受け入れ ● ● ● ●集中浄化槽等の統廃合 ● ● ● ●その他処理施設の統廃合（浄水場の浄水処理に伴う排水の受け入れ） ● ● ● ●接続点の追加 ● ● ● ●隣接市町村の連携 ● ● ● ●管路にかかる維持管理業務の共同化 ○ ○ ○ ○ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟにかかる維持管理業務の共同化 ○ ○ ○ ○管路台帳システムの共同化 ○ ○ ○ ○設備台帳システムの共同化 ○ ○ ○ ○広域運転管理システムの導入 ● ● ● ●資機材の相互融通 ● ● ● ●災害時合同訓練の実施 ● ● ● ●人材育成の共同化 勉強会等の実施 ● ● ● ●排水設備工事責任技術者登録等業務の共同化 ● ● ● ●排水設備指定工事店指定等業務の共同化 ● ● ● ●
※凡例○：長期収支の確認に反映しているメニュー●：長期収支の確認に反映できないメニュー

事務の共同化 83.3%
ModelGによる推計によると、計画実施により長期収支の改善が見込まれる。また、その他の効果においても波及的な効果が見込まれる。総合評価

72.3%67.4%・職員の負担軽減・維持管理費の縮減・災害時の対応力の向上・被災時の早期復旧や対応の迅速化下水道事業のデジタル化推進災害時対応の共同化人材育成の共同化事務の共同化 ・職員の負担軽減・災害時の対応力の向上・職員の負担軽減・行政サービスの向上

汚水処理施設の統廃合管路施設の最適化維持管理業務の共同化下水道事業のデジタル化推進災害時対応の共同化
計画メニュー

ハード施策
ソフト施策長期収支の確認その他の効果

2020年(令和2年)の経費回収率2050年(令和32年)の経費回収率(計画実施前) 80.7%78.7%2030年(令和12年)の経費回収率(計画実施前)維持管理業務の共同化 ・職員の技術力向上・技術継承の推進
令和５年度以降、メニュー毎に関係自治体間での課題整理や実現可能性の検討などを行っていく。 そして、計画の目的である持続可能な事業運営を確保するために、ＰＤＣＡサイクルによるマネジメントを機能させながら進捗管理を行う。汚水処理事業を行う県内市町村等が参加する会議(以下、「全体会議」という)を年に１回程度実施し、計画の進捗を管理する。さらに、全体会議とは別に、検討内容と進捗状況について、県及び関係市町村間において一定の頻度で情報共有を図る場を設定する。 また、計画の進捗状況を踏まえ５年を目途に計画の見直しを実施する。 図 ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 


